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１－参考１ 

新市まちづくり計画の変更案について 

１ 計画変更の背景 

平成２４年６月の「東日本大震災による被害を受けた合併市町村に係る地

方債の特例に関する法律」の一部改正により、合併特例事業債の起債可能期

間が、被災市町村は１０年、被災市町村以外は５年延長されました。 

このことから、合併特例事業債を有効に活用し、津市の市町村建設計画で

ある新市まちづくり計画の施策をより着実に推進するためには、「市町村の

合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）」に基づき、新市まちづ

くり計画の期間延長が必要となります。 

２ 計画変更の考え方 

今回の法改正は、東日本大震災発生後の自治体の実情に鑑みて、新市まち

づくり計画に基づいて行う事業等の経費に充てるための地方債を起こすこと

ができる期間の特例を定めたことが趣旨です。 

したがって、現行の計画期間を超えて整備完了が見込まれる事業への財源

確保など、今後の本市の施策推進において、財源をより有効に活用できる環

境を整えるため、同計画の計画期間の平成２８年度から平成３２年度までの

５年間の延長とそれに伴う財政計画のみを変更しようとするものです。 

３ 計画変更案の概要 

 計画の期間 

   平成１８年度から平成２７年度までの１０年間を、平成３２年度までの

１５年間に変更。 

 財政計画の計画期間 

   平成１８年度から平成２７年度までの１０年間を、平成３２年度までの

１５年間に変更。 

４ 財政計画変更の考え方 

平成１８年度から平成２５年度までの数値は、それぞれの年度の決算数値

に置き換え、平成２６年度から平成３２年度までの数値は、現行の地方財政

制度を基本として、次の主なポイントを踏まえ推計しました。（※ただし、

現時点では平成２５年度最終予算時点で算定していますが、平成２５年度の

決算後、数値を置き換えます。） 
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 歳入算定の主なポイント 

   地方税に関して、市民税は、将来の人口見通しを踏まえ、その他の税は、

現状での税制改正、行財政改革後期実施計画の数値等を勘案し算定しまし

た。 

   地方交付税は、合併算定替特例による段階措置を平成２８年度から反映

しました。国県支出金は、過去の実績等を踏まえ、今後の社会保障関係経

費に係るものについて反映しました。 

 歳出算定の主なポイント 

   人件費は、２，５００人体制を維持するものとし算定しました。扶助費

は過去の実績を踏まえ３％の増を、公債費は今後の地方債の発行予定額に

応じた元利償還金を見込んで算定しました。普通建設事業費は、合併特例

事業債活用事業を反映し、その他の普通建設事業については、一定水準を

確保するものとして算定しました。 

５ スケジュール 

  平成２６年８月 各地区地域審議会へ計画の変更案に係る諮問（４日）、

市議会への協議（７日） 

       ９月 地域審議会からの答申及び答申内容の市議会への報告 

      １０月 三重県知事への協議 

      １１月 三重県知事との協議結果の市議会への報告 

      １２月 平成２６年第４回定例会への議案提出 



項　　目 ページ 変更後 ページ 変更前

Ⅰ　序論
　２　計画策定の方針

3
（４） 計画の期間
　新市まちづくり計画の期間は、平成１８年度から平成３２年度までの１５年
間とします。

3
（４） 計画の期間
　新市まちづくり計画の期間は、平成１８年度から平成２７年度までの１０年
間とします。

Ⅶ　財政計画
　１　計画期間

51 　計画期間は、平成１８年度から平成３２年度までの１５年間とします。 51 　計画期間は、平成１８年度から平成２７年度までの１０年間とします。

　健全な財政運営を行うことを前提として、平成１６年度の新市まちづくり計
画作成時においては、歳入歳出それぞれ過去の実績や様々な合併効果
を考慮し、普通会計ベースで作成を行いましたが、平成２６年度の改定に
おいて、現行の地方財政制度を基本とし、社会情勢の変化やまちづくりの
進捗状況を踏まえ、平成２５年度決算を基準に普通会計ベースで推計した
ものです。
　また、平成１８年度から平成２５年度までの数値はそれぞれの年度の決算
数値です。
　なお、主な前提条件は以下のとおりです。

（歳入）
（１） 地方税
　現行税制度を基本とし、市民税については将来の人口見通しを踏まえ算
定しています。その他の税については、税制改正、過去の実績等を踏まえ

　健全な財政運営を行うことを前提として、歳入歳出それぞれ過去の実績
や様々な合併効果を考慮し、普通会計ベースで作成したものです。
　なお、主な前提条件は以下のとおりですが、現在の社会経済状況にあっ
て、経済成長による歳入の伸びを見込むのは難しく、現状維持を基本に算
定しています。
　また、国の三位一体改革に関連した国庫補助負担金の縮減、地方交付
税の縮小、地方への税源移譲など制度改正に伴う影響額を一部加味して
算定しています。

（歳入）
（１） 地方税
　現行税制度を基本とし、市民税については将来の人口見通しを踏まえ算
定しています。その他の税については、過去の実績等の同額推移を見込
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定しています。その他の税については、税制改正、過去の実績等を踏まえ
それぞれの推移を見込み、収納率については、行財政改革後期実施計
画の数値とし算定しています。

（２） 地方譲与税、各種交付金
　過去の実績等を踏まえ、今後予定されている制度改正を反映し、その後
は同水準又は減少で算定しています。

定しています。その他の税については、過去の実績等の同額推移を見込
んで算定しています。

（２） 地方譲与税、各種交付金
　過去の実績等を踏まえ、同額推移を見込んで算定しています。

（３） 地方交付税
　合併算定替特例による段階措置を平成２８年度から反映し、合併特例事
業債、臨時財政対策債の元利償還金における交付税措置を見込み、算
定しています。

（４） 分担金及び負担金・使用料及び手数料
　過去の実績等を踏まえ、分担金及び負担金については微増を見込み、
使用料及び手数料については、同水準での推移として算定しています。

（５） 国庫支出金・県支出金
　過去の実績等を踏まえ、今後の社会保障関係経費に係るものについて
反映を行い算定しています。

（３） 地方交付税
　普通交付税については、今後の縮小を見込んで一定率を減額し、合併
による普通交付税の特例と合併特例債に係る交付税措置を見込んで算定
しています。
　なお、平成19 年度以降は、現在の臨時財政対策債相当額を加えて算
定しています。特別交付税については、合併による特別交付税措置を見
込んで算定しています。

（４） 分担金及び負担金・使用料及び手数料
　過去の実績等を踏まえ、同額推移を見込んで算定しています。

（５） 国庫支出金・県支出金
　過去の実績等を踏まえながら、合併による建設事業に伴う増加や今後の
縮減予想を見込んで算定しています。また、国の合併補助金や県の合併
支援交付金を見込んで算定しています。

Ⅶ　財政計画
　２　作成方法

5151
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項　　目 ページ 変更後 ページ 変更前

（６） 地方債
　計画上の合併特例事業債活用事業を反映し、臨時財政対策債は同水
準で推移するものと算定しています。

（７） 諸収入その他
　過去の実績等を踏まえ、同水準で推移するものと算定しています。

（歳出）
（１） 人件費
　現在の２，５００人体制が維持されるものとし、同水準で推移するものと算
定しています。

（２） 扶助費
　過去の実績等を踏まえ、３％の増と見込んで算定しています。

（３） 公債費
　今後の地方債の発行予定額に応じ元利償還金を見込んで算定していま
す。

（６） 地方債
  新市まちづくり計画及び合併市町村振興基金に伴う合併特例債、通常
地方債に加えて、現行の減税補てん債を見込んで算定しています。
　なお、臨時財政対策債は平成18 年度まで見込んで算定しています。

（７） 諸収入その他
　過去の実績等を踏まえ、同額推移を見込んで算定しています。

（歳出）
（１） 人件費
　合併後の退職者の補充を抑制することによる一般職員の削減及び合併
による特別職職員の減、議員定数の減を見込んで算定しています。

（２） 扶助費
　過去の実績等のほか人口推計等をもとに算定しています。また、旧町村
の生活保護費を見込んで算定しています。

（３） 公債費
　合併前の市町村の地方債に係る償還見込額に、合併後の新たな地方債
に係る償還見込額を加えて算定しています。

（４） 物件費
行財政改革を踏まえ、同水準で推移するものと見込んで算定していま

（４） 物件費
合併による一定の削減効果と、合併により必要な経費を見込んで算定し

5252
Ⅶ　財政計画
　２　作成方法 行財政改革を踏まえ、同水準で推移するものと見込んで算定していま

す。

（５） 維持補修費・補助費等
　維持補修費については、新施設の建設による一時的な減を見込み、補
助費等は行財政改革を踏まえ同水準で推移するものと見込んで算定して
います。

（６） 積立金
　利息等の積立として１億円を見込み、歳入歳出の差引額が見込まれる年
度は積立金を見込んでいます。

（７） 繰出金
　過去の実績等を踏まえ、１％～２％の増を見込んで算定しています。

（８） 普通建設事業費
　合併特例事業債活用事業を反映し、その他の普通建設事業について
は、一定水準の確保で推移するものと見込んで算定しています。

合併による一定の削減効果と、合併により必要な経費を見込んで算定し
ています。

（５） 維持補修費・補助費等
　維持補修費については、過去の実績等を踏まえ、同額推移を見込んで
算定しています。補助費等については、過去の実績等のほか、水道料金
統一による水道事業会計への措置を見込んで算定しています。

（６） 積立金
　合併後の地域振興を目的とする合併市町村振興基金を積立てるととも
に、ごみ最終処分場建設等の大型事業推進のための基金積立を見込ん
で算定しています。

（７） 繰出金
　国民健康保険特別会計、老人保健特別会計、介護保険特別会計、下水
道事業特別会計並びに簡易水道事業特別会計については、過去の実績
等を踏まえ、人口推計、今後見込まれる事業量を加味して算定していま
す。

（８） 普通建設事業費
　新市で行う普通建設事業を見込んで算定しています。

Ⅶ　財政計画
　３　歳入・歳出推計

53 別紙【変更後】のとおり 53 別紙【変更前】のとおり
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（歳入）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

地方税 38,394 41,917 42,544 40,741 40,293 41,328 40,670 39,495 39,635 38,946 38,444 38,307 37,608 37,613 37,633

地方譲与税 3,413 1,430 1,393 1,219 1,181 1,159 1,084 940 840 827 814 801 787 775 761

各種交付金 5,993 5,058 4,821 4,603 4,469 4,321 4,002 3,644 3,861 4,451 5,399 5,957 5,893 5,831 5,768

地方交付税 15,626 14,583 15,604 17,266 19,293 19,996 19,936 19,272 18,100 21,037 21,852 22,357 21,934 21,472 20,834

分担金及び負担金 1,229 1,303 1,290 1,323 1,316 1,339 1,386 1,953 1,914 2,020 2,030 2,040 2,051 2,061 2,071

使用料及び手数料 3,178 3,140 2,808 2,817 2,793 2,780 2,754 2,121 2,079 2,145 2,145 2,145 2,145 2,145 2,145

国庫支出金 7,746 7,251 7,632 16,122 12,543 12,563 11,450 13,894 14,079 13,259 13,731 14,416 14,731 15,263 15,815

県支出金 4,354 4,800 4,889 4,966 5,929 6,042 6,227 6,032 5,968 6,218 6,360 6,507 6,661 6,820 6,986

地方債 5,994 4,251 8,817 6,147 10,552 8,054 8,439 12,551 14,629 16,770 12,356 10,782 10,473 7,634 6,992

その他収入 11,836 11,101 7,312 9,134 4,351 7,330 6,245 7,816 10,241 2,987 2,408 1,114 1,577 2,586 3,527

歳入合計 97,763 94,834 97,110 104,338 102,720 104,912 102,193 107,718 111,346 108,660 105,539 104,426 103,860 102,200 102,532

（歳出）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

人件費 21,992 22,565 21,443 20,909 20,434 20,610 19,977 19,688 19,757 20,355 20,355 20,355 20,355 20,355 20,355

扶助費 12,242 13,029 13,392 14,279 18,449 19,334 19,970 21,075 21,020 22,409 23,081 23,773 24,486 25,221 25,977

公債費 13,113 13,157 13,189 12,712 12,548 12,289 11,461 11,360 10,747 9,841 10,149 10,963 12,086 12,501 12,648

物件費 14,034 14,496 13,907 15,373 15,749 16,697 17,013 17,765 18,197 16,876 16,876 16,877 16,876 16,876 16,876

維持補修費 961 845 813 955 1,233 1,216 1,006 986 981 1,027 1,022 1,019 1,017 1,016 1,015

補助費等 3,679 3,829 4,624 8,912 3,817 3,734 3,725 4,061 5,173 3,781 3,781 3,781 3,781 3,781 3,781

積立金 3,629 4,059 5,533 4,131 823 1,948 1,694 1,921 68 76 78 3,130 4 3 1

投資及び出資金、貸付金 532 498 516 494 210 258 92 411 135 123 123 123 123 123 123

繰出金 12,223 11,831 12,213 12,210 13,465 12,892 13,300 14,415 14,823 13,955 14,094 14,235 14,378 14,522 14,667

普通建設事業費 8,919 7,711 9,268 12,442 11,331 12,051 11,895 16,036 20,445 20,217 15,980 10,170 10,754 7,802 7,089

歳出合計 91,324 92,020 94,898 102,417 98,059 101,029 100,133 107,718 111,346 108,660 105,539 104,426 103,860 102,200 102,532

（単位：百万円）

区　　　分
決　　　算　　　数　　　値 年　　　度　　　別　　　推　　　計

３　歳入・歳出推計

（単位：百万円）

区　　　分
決　　　算　　　数　　　値 年　　　度　　　別　　　推　　　計

各種交付金・・・・・・・利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、固有提供施設等所在市町村助成交付金、
　　　　　　　　　　　　　地方特例交付金、交通安全対策特別交付金
その他の収入・・・・・・財産収入、諸収入、繰入金・繰越金（決算数値）

別
紙
【
変
更
後
】
 



（歳入）

区分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

地方税 38,418 38,351 38,295 38,233 38,216 38,718 38,602 38,457 38,321 38,217

地方譲与税 1,722 1,723 1,723 1,724 1,724 1,723 1,723 1,722 1,722 1,721

各種交付金 5,643 5,637 5,632 5,626 5,624 5,626 5,615 5,601 5,589 5,580

地方交付税 16,447 20,350 19,972 19,489 19,837 19,163 19,108 19,071 19,051 19,048

分担金及び負担金 1,541 1,541 1,541 1,541 1,541 1,541 1,541 1,541 1,541 1,541

使用料及び手数料 3,260 3,260 3,260 3,260 3,260 3,260 3,260 3,260 3,260 3,260

国庫支出金 8,661 8,661 7,971 7,971 7,971 7,971 7,971 7,971 7,971 7,971

県支出金 4,670 4,540 4,540 4,540 4,540 4,540 4,540 4,540 4,540 4,410

地方債 20,078 12,024 12,022 12,020 12,019 12,020 12,016 12,011 12,007 12,004

その他収入 3,545 3,545 3,545 3,545 3,545 3,545 3,545 3,545 3,545 3,545

歳入合計 103,985 99,632 98,501 97,949 98,277 98,107 97,921 97,719 97,547 97,297

（歳出）

区分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

人件費 21,577 22,720 23,491 22,269 21,614 20,804 20,543 19,605 20,004 18,979

扶助費 9,801 9,813 9,814 9,801 9,778 9,751 9,741 9,732 9,715 9,700

公債費 12,656 12,590 12,567 12,444 13,252 13,476 13,322 13,262 13,781 13,361

物件費 14,058 13,793 13,533 12,843 12,724 12,605 12,478 12,365 12,244 12,244

維持補修費 1,202 1,202 1,202 1,202 1,202 1,202 1,202 1,202 1,202 1,202

補助費等 4,237 4,237 4,237 4,237 4,237 4,037 4,037 4,037 4,037 4,037

積立金 5,100 0 0 0 0 400 500 1,300 200 1,200

投資及び出資金、貸付金 1,288 1,288 1,288 1,288 1,288 1,288 1,288 1,288 1,288 1,288

繰出金 11,031 11,123 11,202 11,448 11,481 11,477 11,746 11,869 11,978 12,213

普通建設事業費 23,035 22,866 21,167 22,417 22,701 23,067 23,064 23,059 23,098 23,073

歳出合計 103,985 99,632 98,501 97,949 98,277 98,107 97,921 97,719 97,547 97,297

各種交付金・・・・・・・利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、固有提供施設等所在市町村助成交付金、
　　　　　　　　　　　　　地方特例交付金、交通安全対策特別交付金
その他の収入・・・・・・財産収入、諸収入

（単位：百万円）

（単位：百万円）

３　歳入・歳出推計
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286,521 290,500 291,600 290,000

42,176 40,000 38,800 37,600

14.7% 13.8% 13.3% 13.0%

189,446 188,300 184,600 177,600

66.1% 64.8% 63.3% 61.2%

54,869 62,200 68,200 74,800

19.2% 21.4% 23.4% 25.8%

102,795 109,600 115,700 121,300

2.79 2.65 2.52 2.39

292,776 296,700 301,000 305,900

145,088 147,100 149,100 151,700

5,648 5,200 4,700 4,300

3.9% 3.5% 3.2% 2.8%

42,990 43,600 44,200 45,000

29.6% 29.6% 29.6% 29.7%

95,652 98,100 99,900 102,100

65.9% 66.7% 67.0% 67.3%
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